
貸　　借　　が　　照　　表
(平成27年3131日現在)

(単な：千円)

科　　　目 金　額 科　　　目 金　額

【資産の部】

流　　動　　資　　産 5,447,309

【負債の部】

流　　Ｓ　　負　　債 2,929,018

現　金　及　び　預　金

売　　　　掛　　　金

原材料及び貯蔵品

繰　延　税　を　資　産

預　　　　け　　　　金

そ　　　　の　　　他

固　　定　　資　　産

1，374

2,508,046

12,517

94,088

2,640,155

HH，129

1661808

買　　　　掛　　　金

リ　ー　ス　債　務

未　　　　払　　　金

未　払　法　人　桓　等

未　払　め　費　税　等

未　　払　　費　　ｍ

前　　　　受　　　を

預　　　　り　　　　金

そ　　　　の　　　　他

固　　定　　ａ　　債

1,453,287

148,075

231,961

240,303

270,598

543，113

23,522

10,303

7,851

1207025

有　Ｓ　固　定　資　産 463689 リ　ー　ス　債　務

ｍ職給付づ|肖金

役員退職慰労51当金

そ　　　　の　　　　他

228,064

940,560

8，100

30,300

建　　　　　　　　物

構　　　築　　　物

工具、器具及び備品

リ　ー　ス　資　ａ

無　Ｓ　固　定　資　産

70,859

2,280

14,409

376,140

413356

負　　債　　合　　l十 4136043

【純■まの部】

株　　主　　資　　本 2973074

施　設　利　用　権

ソ　フ　ト　ウ　ェ　ア

投資その他の資産

7,712

405,644

784762

資　　　　本　　　　金 255000

資　本　剰　余　ｔ 235000

資　本　準　備　金

利　益　剰　余　金

235,000

2483074

投　資　有　価　ぽ　券

差　入　保　証　金

繰　延　視　を　資　産

長　期　前　払　費　ｍ

そ　の　他　の　投　資

2,250

460,706

309,222

12,483

100

利　益　準　備　金

その他利益剰余金

ぷj　途　積　立　金

繰越利益剰余金

63,750

2,419,324

16,000

2,403,324

純　資　産　台　Z十 2973074

資　　産　　合　　計 7109118 負債　純　資　産　合　計 7109118

(ぼ) 記載金額は、 千円未満を切り捨てて表示しております。



損　益　計　算　書

じ 自平成26年４１ １日至平成27年3J131日　〕
(単な：千円)

科　目 金　　　　額

売　　　　　　上　　　　　　高

売　　　上　　　原　　　価

売　　上　　総　　禾lj　　益

・売費Ｒび一般管ＳＲ

営　　　業　　　利　　　益

営　　業　　外　　収　　益

受　　　取　　　利　　　息

受　　取　　配　　肖　　金

そ　　　　　の　　　　　他

営　　業　　外　　費　　丿目

支　　　払　　　利　　　息

そ　　　　　の　　　　　他

経　　　常　　　利　　　益

特　　　Mlj　　　損　　　央

囚　定　資　産　除　却　損

税　51　前　ｉ　期　純　9j　益

ぶ人税、住民税及び事業税

法　人　税　等　調　整　額

ｉ　　期　　純　　利　　益

2,894

150

1,155

21,646,447

19,630,891

2,015,556

1,066,551

949,004

4,200

6,717

6,717

0

14,340

946,486

14,340

932,145

348,967

30,194

552,984

（注）と載を額は、千FI未漢をｍり捨てて表示しております。
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価ま準及び評価方法

満期保有目白ちの債券

個ｉ」さ記表

子会社株式及び関連会社株式……………………………………………………

その他有価ぼ券（ゆ価のあるもの）…………………………………………

7/

（2）たな卸資産

(時価のないもの)………………………………………………………

償却原価法

移勣平均法に基づく原価法

期末決算日の市場価格等に基づく時価ぎ

(ぼ価を額はを部純資産直入法により処をし,売却原価

は移か平ね法により算定)

移動平均法に基づく原価法

移動平ねぶにまづくJ京価法(貸借対ぼ表価額は,な益性

の低下にまづく簿価Ｗ下げの方ぶにより算定しております)

２。固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資ぼを除く)…………………………………………………定額法

(2)無形固定資産(リース資産を除く)…………………………………………………定額法

(3)リース資産
所有権移転夕1ヽファイナンス･リース取づ|に係るリース資ま

…………………………………リース期間を耐万丿年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取づ|のうち

リース取り|開姑日が平成20年3131日以前のリース取り|

についてはＪ常の賃貸借ﾐﾗにｲ京る方法に準じた会計処ぎ

によっております。

3.り|肖金の計上基準

(1)貸倒り|肖金は期末債権の貸倒損失に備えるため,一む債権については貸倒実績率により,貸倒９念債権等

特定の債権については個がi」に回小ぴTきぜを検討し,回な不おえら額を計上することとしております。

(2)退職給付づ1白金は従業員のぶ職給付に備えるため、肖事業年度におけるjき職給付債務の見ふみ額に基づき、

当事業年度末において発生しているとぽめられる額を計上しております。

(3)役員jき職慰労り消金は役員の退職慰労奈の支出に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。

4.消費税等の会計Ｍ肖ｌ

ｍＲ税及びま方ｍ費税の会計処ミは,税抜方式によっております。


